
【表紙】
 

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成27年４月14日

【四半期会計期間】 第115期第１四半期（自　平成26年12月１日　至　平成27年２月28日）

【会社名】 株式会社小島鐵工所

【英訳名】 Kojima Iron Works Co., Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　児玉　正蔵

【本店の所在の場所】 群馬県高崎市歌川町８番地

【電話番号】 (027)322－1221(代表)

【事務連絡者氏名】 取締役執行役員経理部長　　田中　教司

【最寄りの連絡場所】 東京都中央区銀座１丁目15番７号　東京営業所

【電話番号】 (03)3563－2401(代表)

【事務連絡者氏名】 東京営業所長　　吉田　裕二

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

株式会社名古屋証券取引所

（愛知県名古屋市中区栄三丁目８番20号）

 

EDINET提出書類

株式会社　小島鐵工所(E01484)

四半期報告書

 1/12



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第114期

第１四半期
累計期間

第115期
第１四半期
累計期間

第114期

会計期間

自平成25年
　12月１日
至平成26年
　２月28日

自平成26年
　12月１日
至平成27年
　２月28日

自平成25年
　12月１日
至平成26年
　11月30日

売上高 （千円） 491,600 362,792 1,446,960

経常損失（△） （千円） △24,129 △80,299 △425,974

四半期（当期）純損失（△） （千円） △24,752 △80,562 △159,434

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 501,782 501,782 501,782

発行済株式総数 （千株） 10,035 10,035 10,035

純資産額 （千円） 796,015 585,061 663,815

総資産額 （千円） 3,188,692 3,008,207 3,122,297

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）
（円） △2.48 △8.06 △15.95

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － －

自己資本比率 （％） 25.0 19.4 21.3

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないので記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりませ

ん。

 

２【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社が営んでいる事業の内容について重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析は、当四半期報告書提出日現在において当社が判

断したものであります。

(1)業績の状況

　当社の売上高につきましては、当社の主製品である油圧プレス機が、形状、能力、機能のほか、納期、一台当た

り金額もそれぞれ異なる個別受注生産でありますので、月単位での売上は一定しておらず、納期的、金額的なバラ

ツキにより売上の変動が大きく、また、当社製品が大型機械ゆえ、設計・生産着手から納品・据付まで平均して１

年程度を要するため、受注から売上計上まで相当期間のズレを生じてしまうのが当社の事業の特性であります。

　このような事業の特性をもつ当社におきましては、売上計上につきましては一部工事進行基準を適用いたしてお

りますが、当第１四半期累計期間における売上高につきましては、中型プレス中心の売上状況での展開となったた

め、前年同四半期（４億91百万円）を下回る３億62百万円に止まりました。

　利益面につきましては、原価低減や諸経費全般に亘る削減に努めてまいりましたが、売上減少は如何ともし難

く、不本意ながら当第１四半期純損失は80百万円（前年同四半期純損失24百万円）となりました。

 

(2)事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はありません。

 

(3)研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 24,000,000

計 24,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年２月28日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年４月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 10,035,647 10,035,647

東京証券取引所

名古屋証券取引所

（各市場第二部）

単元株式数

1,000株

計 10,035,647 10,035,647 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成26年12月１日～

平成27年２月28日
－ 10,035,647 － 501,782 － 5,373

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　　　　　当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成26年11月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

①【発行済株式】

平成27年２月28日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式41,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式9,942,000 9,942 －

単元未満株式 普通株式52,647 － －

発行済株式総数     10,035,647 － －

総株主の議決権 － 9,942 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権１個）含まれ

ております。

 

②【自己株式等】

平成27年２月28日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社小島鐵工

所

群馬県高崎市歌川

町８番地
41,000 － 41,000 0.4

計 － 41,000 － 41,000 0.4

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第63号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成26年12月１日から平成

27年２月28日まで）及び第１四半期累計期間（平成26年12月１日から平成27年２月28日まで）に係る四半期財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

　「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項に

より、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当

企業集団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が

乏しいものとして、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次の通りであります。

① 資産基準 0.1%

② 売上高基準 0.3%

③ 利益基準 △0.6%

④ 利益剰余金基準 0.6%
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成26年11月30日)
当第１四半期会計期間
(平成27年２月28日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,042,018 1,910,496

受取手形及び売掛金 307,761 272,327

原材料 37,906 33,526

仕掛品 7,871 13,161

その他 5,881 29,635

流動資産合計 2,401,439 2,259,147

固定資産   

有形固定資産   

賃貸不動産（純額） 253,710 248,312

その他（純額） 406,679 413,679

有形固定資産合計 660,390 661,992

無形固定資産 12,856 36,101

投資その他の資産 47,610 50,966

固定資産合計 720,857 749,059

資産合計 3,122,297 3,008,207

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 387,152 347,599

短期借入金 1,530,000 1,530,000

リース債務 3,955 10,351

未払法人税等 1,860 860

前受金 233,856 258,855

賞与引当金 － 23,200

工事損失引当金 1,400 14,127

その他 113,440 20,666

流動負債合計 2,271,667 2,205,659

固定負債   

退職給付引当金 74,589 74,982

リース債務 9,245 38,533

その他 102,980 103,970

固定負債合計 186,815 217,486

負債合計 2,458,482 2,423,146

純資産の部   

株主資本   

資本金 501,782 501,782

資本剰余金 5,373 5,373

利益剰余金 156,864 76,302

自己株式 △5,650 △5,650

株主資本合計 658,370 577,808

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 5,444 7,252

評価・換算差額等合計 5,444 7,252

純資産合計 663,815 585,061

負債純資産合計 3,122,297 3,008,207
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（２）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期累計期間
(自　平成25年12月１日
　至　平成26年２月28日)

当第１四半期累計期間
(自　平成26年12月１日
　至　平成27年２月28日)

売上高 491,600 362,792

売上原価 450,776 382,338

売上総利益又は売上総損失（△） 40,824 △19,546

販売費及び一般管理費 69,979 66,759

営業損失（△） △29,155 △86,305

営業外収益   

受取利息 49 18

受取賃貸料 15,588 15,588

その他 1,962 2,967

営業外収益合計 17,599 18,573

営業外費用   

支払利息 5,661 5,658

不動産賃貸費用 6,892 6,908

その他 20 －

営業外費用合計 12,573 12,567

経常損失（△） △24,129 △80,299

税引前四半期純損失（△） △24,129 △80,299

法人税、住民税及び事業税 623 262

法人税等合計 623 262

四半期純損失（△） △24,752 △80,562
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

該当事項はありません。

 

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

１．税金費用の計算

　税金費用については、当第１四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計

期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む）は、次のとおりであります。

 
 
 

前第１四半期累計期間
（自　平成25年12月１日
至　平成26年２月28日）

当第１四半期累計期間
（自　平成26年12月１日
至　平成27年２月28日）

　減価償却費 15,728千円 12,837千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自　平成25年12月１日　至　平成26年２月28日）

配当に関する事項

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自　平成26年12月１日　至　平成27年２月28日）

配当に関する事項

該当事項はありません。

 

（持分法損益等）

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社は、プレス機械のメーカーとして単一の事業を営んでおります。従いまして、セグメント情報の記載を省

略しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間

（自　平成25年12月１日
至　平成26年２月28日）

当第１四半期累計期間
（自　平成26年12月１日
至　平成27年２月28日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △２円48銭 △８円６銭

（算定上の基礎）   

四半期純損失金額（△）（千円） △24,752 △80,562

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失金額（△）（千円） △24,752 △80,562

普通株式の期中平均株式数（千株） 9,994 9,994

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年４月13日

株式会社小島鐵工所

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 森田　　亨　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 宮一　行男　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社小島鐵

工所の平成26年12月１日から平成27年11月30日までの第115期事業年度の第１四半期会計期間（平成26年12月１日から平

成27年２月28日まで）及び第１四半期累計期間（平成26年12月１日から平成27年２月28日まで）に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社小島鐵工所の平成27年２月28日現在の財政状態及び同日をもって終了

する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）　１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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